
弘09 前市斎場公告第 １ 号 

 

 一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 6 第 1 項の規定によ

り、次のとおり公告する。 

 

令和 6 年 3 月14 日 

 

弘前市⾧ 櫻 田  宏 

 

1 一般競争入札に対する事項及び貸付物件 

（1） 件名 

弘前市斎場自動販売機設置に係る行政財産の貸付 

（2） 貸付物件 

設置名称 

設置場所 
所 在 地 設置面積 

台

数 
販売品目 容    器 最低貸付料 

弘前市斎場 

一般待合室 

自動販売機 

弘前市大字常盤

坂 2 丁目 20 番

地1 

1.0 ㎡以

内 

1

台 

清涼飲料

水 

缶、びん、ペットボトル、紙

パック、プラスチック 

（いずれかまたはその複数

種） 

87，000 円 

 ※1 「貸付面積」には、転倒防止器具、放熱余地及び使用済み容器の回収ボックスの設置部分を含む。 

 ※2 貸付物件に関する詳細は、別添貸付物件説明書による。 

（3） 貸付期間 

  貸付物件に係る貸付期間は、令和6 年4 月1 日から令和11 年３月31 日までの5 年間とし、期間の更 

新は行わない。 

※1 令和7 年度から開始する斎場⾧寿命化改修工事施工中においては、自動販売機を市の指示に従い、 

速やかに仮設待合室棟（仮称）に移設すること。同工事終了後は斎場本館（仮称）に市の指示に従い、 

速やかに移設すること。 

2 入札参加資格 

 次の要件をすべて満たす者であること。 

（1） 地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号。以下「政令」という。）第167 条の4 第1 項の規定に 

該当しない者であること。 

（2） 公告の日から過去3 年間において、政令第167 条の4 第2 項各号のいずれかに該当すると認めら 

れることがない者であること。 

（3） 会社更生法（平成14 年法律第154 号）第17 条第1 項の規定による更生手続開始の申立てをして 

いない者若しくは同条第2 項の規定による更生手続き開始の申立てをされていない者であること又 

は民事再生法（平成11 年法律第225 号）第21 条第1 項の規定による再生手続開始の申立てをして 



いない者若しくは同条第2 項の規定による再生手続開始の申立てをなされていない者であること。 

（4） 個人の場合は弘前市に住所を、法人の場合は弘前市、黒石市、平川市、南津軽郡に本店又は支店若 

しくは営業所を有し、市税（弘前市に対して納税義務のあるものに限る。）並びに法人税、所得税、 

消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。 

（5） 自動販売機の設置業務について、公告日において引き続き3 年以上営業を行っている者であるこ 

と。 

（6） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3 年法律第77 号）第2 条第6 号に規定す 

る暴力団員がその役員となっていない法人その他暴力団員が経営に関与していないと認められる者 

で、適正な競争を妨げるおそれがないと認められる者であること。 

（7） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11 年法律第147 号）に基づく処分の 

対象となっている団体及びその構成員でない者であること。 

（8） 本店所在地及び弘前市において、公告の日から過去3 年間において食品衛生法（昭和22 年法律第 

233 号）に基づく行政処分を受けていない者であること。 

3 参加申請 

（1） 入札に参加しようとする者は、あらかじめ、次に掲げる書類1 部を提出し、2 に掲げる入札参 

加資格（以下「参加資格」という。）を有することについて市⾧の確認を受けなければならない。 

  なお、期限までに提出しない者及び参加資格がないと認定された者は、入札に参加できない。 

 書 類 の 種 類 提出が必要な場合 備   考 

ア 申 請 書 すべての場合 弘前市斎場自動販売機設置事

業者募集要項（以下「募集要項」

という。）に規定された書類 

イ 誓 約 書 すべての場合 募集要項に規定された書類 

ウ 委 任 状 申請者が特定の代理人に対し契

約行為の権限を委任する場合 

募集要項に規定された書類 

エ 事業者（会社）概要 すべての場合 任意の書類又は事業の概要が

記載されたパンフレット等 

オ 自動販売機設置実績報告書兼入

札保証金免除申請書 

すべての場合 募集要項に規定された書類 

カ 印鑑証明書又はその写し すべての場合 申請者に押印された実印に係

る印鑑証明書で、申請書を提出

する直前 3 箇月以内に官公署が

発行したもの又はその写し 

キ 営業証明書又はその写し 申請者が個人の場合 申請書を提出する直前 3 箇月以

内に官公署が発行したもの又

はその写し 

ク 当該法人の登記事項証明書又は

その写し 

申請者が法人の場合 申請書を提出する直前 3 箇月以

内に官公署が発行したもの又

はその写し 



ケ 納税証明書又はその写し すべての場合 市税及び法人税（申請者が個人

である場合には、所得税）並び

に消費税及び地方消費税の未

納の税額がないことの証明書

で、申請書を提出する直前 3 箇

月以内に本店所在地の所轄税

務署官公署が発行したもの又

はその写し 

コ 取扱商品一覧表 すべての場合 募集事項に規定された書類 

サ 設置する自動販売機のカタログ すべての場合 自動販売機の寸法等が確認で

きるもの 

シ 自動販売機の管理等に関する届

出書 

すべての場合 募集事項に規定された書類 

※ 入札に参加しようとする者が、「令和6 年度弘前市競争入札参加資格者」として認定され、名簿に 

登載されている者（以下、「有資格者」という。）である場合は、この表の規定に関わらず、ウ、エ 

及びカからケまでに掲げる書類を要しない。 

（2） 提出先 

  弘前市環境課斎場 

  住所：〒036-8263 弘前市大字常盤坂2 丁目20 番地1 

  電話：0172-32-0643（FAX 兼用） 

（3） 受付期間 

  令和6 年3 月14 日（木）から令和6 年3 月22 日（金）まで（土曜日、日曜日及び国民の祝日に 

 関する法律（昭和23 年法律第178 号）に規定する休日を除く。） 

（4） 受付時間 

  午前8 時30 分から午後5 時まで 

（5） 提出方法 

  上記提出先に直接持参すること。郵送、ファクシミリ、電子メールによる提出は認めない。 

（6） その他 

     ア （1）に掲げる書類の作成及び提出に要する費用は、申請者の負担とする。 

     イ 提出された書類は、返却しない。 

     ウ 受付期間終了後における書類の差替え、訂正及び再提出は、原則として認めない。 

     エ 提出された書類について、別途その用途の内容を聴取することがある。 

4 募集要綱の縦覧等 

（1） 場所 

   募集要綱、貸付物件説明書、契約書案、仕様書及び弘前市契約規則（平成18 年弘前市規則第 

52 号）第7 条に規定する入札参加者心得書（以下「募集要綱等」という。）は、3 の（2）に掲 

げる場所（弘前市環境課斎場）において縦覧に供し、及び配布する。 

（2） 期間 



令和6 年3 月14 日（木）から令和6 年3 月22 日（金）まで（土曜日、日曜日及び国民の祝 

      日に関する法律（昭和23 年法律第178 号）に規定する休日を除く。） 

（3） 時間 

      午前8 時30 分から午後5 時まで 

5 入札 

（1） 入札の日時及び場所 

     時間：令和6 年3 月27 日（水）午後3 時00 分 

     場所：青森県弘前市大字常盤坂2 丁目20 番地1 

        弘前市斎場 

（2） 必要書類 

     ア 入札書 

① 入札書は、入札者又はその代理人が入札会場において直接提出すること。 

② 入札金額は1 の（3）の貸付期間中の対象物件の貸付料の総額（5 年間分の金額）を記載する 

こと。なお、入札金額は、1 の（2）に掲げる最低貸付料（以下「最低貸付料」という。）を下 

回らないこと。 

③ 落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の10％に相当する額を加算した金額をもって 

落札金額とするので、入札者は、見積った契約希望金額の110 分の100 に相当する金額を入札 

書に記載すること。 

   6 入札保証金 

    入札参加者は、入札前に入札金額の100 分の5 以上の入札保証金を納付していただきます。 

    ただし、弘前市契約規則第8 条第1 項第1 号から第3 号に該当する場合は、免除されます。 

   7 契約保証金 

    落札者は、契約を締結するときまでに契約金の100 分の5 以上の契約保証金を納付していただきま 

す。 

    ただし、弘前市契約規則第34 条第1 項第1 号から第7 号に該当する場合は、免除されます。 

   8 入札の無効 

    次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（1） 入札参加者資格を有しない者のした入札 

（2） 所定の日時までに所定の場所に持参しない入札 

（3） 入札に際して談合等による不正行為があった入札 

（4） 同一物件の入札に対し２以上の意思表示をした入札 

（5） 他人の代理を兼ね又は2 以上の代理をした者の入札 

（6） 記名及び押印のない入札額での入札 

（7） 入札書の記載事項が確認できない入札又は鉛筆書きの入札 

（8） 入札書の金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札 

（9） 最低貸付料未満の入札 

（10） その他入札条件に違反した入札 

  9 落札者の決定方法 



   入札書をその場で開札し、貸付物件に対し、最低貸付料以上の額で、最高の価格で入札を行った者を 

落札者とする。なお、最高価格の入札が2 者以上ある場合は、くじにより決定する。 

10 入札の中止等 

  不正な入札が行われる恐れがあると認められるとき、又は災害その他やむを得ない理由があるとき 

は、これを中止し、又は延期する。 

11 入札の辞退 

 入札参加者は、入札執行の完了に至るまでは、次に掲げるところにより入札を辞退することができる。 

（1） 入札執行日前にあっては、3 の（2）に掲げる提出先に持参又は郵送（入札日の前日までに 

到達するものに限る。）すること。 

（2） 入札執行日にあっては、入札辞退届又は入札を辞退する旨を明記した入札書を、入札を執行 

する者に直接提出すること。 

  12 契約の締結時期 

   落札者は、落札決定の日から7 日以内に契約を締結すること。 

  13 落札者の決定の取消し 

   次のいずれかに該当する場合は、設置事業者としての決定を取り消す。 

（1） 正当な理由なくして、指定する期日までに契約締結の手続きを行わなかったとき。 

（2） 申請書又は関係書類に虚偽の事項を記載していたことが明らかになったとき。 

（3） 設置事業者が応募者の資格を失ったとき。 

（4） 著しく社会的信用を損なう行為等により、設置事業者として相応しくないと弘前市が判断し 

たとき。 

  14 設置事業者が設置を辞退した場合 

   設置事業者が自動販売機の設置を辞退した場合、弘前市において新たな設置事業者を決める募集手続 

きを行う時間がなく緊急を要するときは、当該設置業者の次に高い価格で入札を行った者を設置業者と 

し、新たな設置事業者を決めることができるものとする。 

  15 その他 

（1） 入札参加者は募集要綱等を熟読の上、入札に参加すること。 

（2） 詳細は、弘前市自動販売機の設置に係る行政財産の貸付に関する要綱（平成25 年3 月15 日 

実施）及び弘前市自動販売機の設置に係る行政財産の貸付に係る一般競争入札実施要領（平成25 

年3 月15 日実施）による。 

  16 この公告に関する問合せ先 

   弘前市環境課斎場 担当：成田 

   住所：〒036-8263 弘前市大字常盤坂2 丁目20 番地1 

   電話：0172-32-0643（FAX 兼用） 

 


